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平成 30 年 11 月 21 日 

 

北広島市スポーツ推進審議会 

会長  侘 美  靖  様 

 

北広島市教育委員会  

教育長 𠮷田 孝志  

 

（仮称）北広島市スポーツ振興計画（案）の策定について（諮問） 

 

 北広島市スポーツ推進審議会に関する条例第 2条の規定に基づき、（仮称）北広島市スポーツ振

興計画（案）の策定について貴審議会に諮問いたします。 

 

記 

【諮問の主旨】 

  国は、平成２３年に「スポーツ振興法」を５０年ぶりに全面改正し、スポーツの推進のための基本的

な法律として「スポーツ基本法」を施行し、法に基づき平成２４年に「スポーツ基本計画」を策定しま

した。「スポーツ基本法」では市町村の努力義務として、「スポーツ基本計画」を参酌して、その地方の

実情に即したスポーツの推進に関する計画を定めるよう努めるものとすると定められているところで

す。 

  本市においては、日本ハムファイターズボールパークの決定や平成３２年に開催される「東京オリン

ピック・パラリンピック」などにより、市民のスポーツによる「人づくり」や「まちづくり」に対する

興味・関心や機運はこれまで以上に高まり、本市としてのスポーツ施策の充実や環境の整備に関する、

スポーツに特化した計画は必要となります。 

以上のことから本市の実情に即し、「北広島市第 6次総合計画」「北広島市教育基本計画」との整合性

も図りながら、新たなスポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進する「（仮称）北広島市スポー

ツ振興計画（案）」の策定について諮問するものであります。 

(教育部社会教育課)  
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令和元年12月12日 

 

  北広島市教育委員会 

  教育長 吉田 孝志 様 

 

 

北広島市スポーツ推進審議会 

会 長  侘 美  靖 

                          

                          

 

   （仮称）北広島市スポーツ振興計画（案）の策定について（答申） 

 

  

  

  平成30年11月21日付けで諮問のありました「（仮称）北広島市スポーツ

振興計画（案）の策定」について、当審議会は8回の会議を開催し、慎重

に審議を重ねた結果、別紙「北広島市スポーツ振興計画（案）」素案の内

容においては、概ね適当と認め、下記の意見を付して答申します。 

 

記 

 

1．本答申については、スポーツに特化した10年後の本市をイメージしたも

のとなっていることから、計画策定においては、本市の将来ビジョンや各

種計画との整合性を図りながら策定されるよう求めます。 

 

2．2023年に北海道日本ハムファイターズの新球場を中心とした（仮称）北

海道ボールパークが開業することとなっており、スポーツを取り巻く環境

も大きく変化することが予想されることから、開業後の状況変化に合わせ

た計画の見直しを行うことを求めます。 

 

3．時代の急速な変化は著しく、計画策定後は計画の有無にかかわらず、時

代の求めや市民の求めに応じた施策の展開も視野にスピード感を持ったス

ポーツの振興に努められることを求めます。 

 

4．計画策定はもとより実効性が大切であると同時に、他の関係部局との連

携は必要不可欠です。そのため、「スポーツ健康ネットワーク」や庁内連

携調整会議などの推進体制の整備を求めます。 
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北広島市スポーツ振興計画策定の取組経過 

 

【年 月】 【内   容】 

平成 30年 1 月 15 日 

  ～1月 31 日 

 

     3 月中 

 

     6 月 27 日 

     7 月 24 日 

     8 月 29 日 

 

     10 月 29 日 

 

     11 月 21 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     12 月 17 日 

 

 

平成 31年 1 月 31 日 

 

 

平成 31年 3 月 19 日 

 

 

 

令和元年 5月 28 日 

市民意識調査の実施 

調査対象 18 歳以上の市民 1,000 人（層化抽出法による抽出） 

 

市民意識調査結果とりまとめ 

 

第 1 回北広島市スポーツ政策意見交換会の実施（参加者 26名） 

第 2回北広島市スポーツ政策意見交換会の実施（参加者 24名） 

第 3回北広島市スポーツ政策意見交換会の実施（参加者 27名） 

 

北広島市スポーツ政策意見交換会意見とりまとめ 

 

北広島市教育委員会からスポーツ振興計画の策定について北広

島市スポーツ推進審議会に諮問 

 

平成 30 年度第 3回スポーツ推進審議会開催（出席委員 9名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)策定の背景と趣旨

について ほか 

 

北広島市スポーツ推進審議会に関する条例第 3 条に基づき、ス

ポーツ振興計画に関する調査審議するため臨時委員を委嘱し、

9名体制として実施。 

 

 スポーツ推進審議会委員 

（委員長）侘美 靖 

（委員）久保田 智 ・ 寺田 清隆 ・ 佐藤 鶴代美 

    御幸 保宏 

（臨時委員）谷口 博之・ 河上 愛理子・工藤 祐香子 

      碓井 琴音 

 

第 4 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 8名） 

議題：北海道日本ハムファイターズが描くボールパーク等につ

いて 

第 5回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 5名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)のテーマ・施策等

について ほか 

第 6回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 6名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)のテーマ・施策等

について ほか 

 

第 2 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 5名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)のテーマ・施策等

について ほか 
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【年 月】 【内   容】 

令和元年 7月 23 日 

 

      

     10 月 31 日 

      

 

     12 月 12 日 

 

 

 

 

     12 月 19 日 

 

 

令和 2年 11 月 6日 

 

 

11 月 18 日 

 

    12 月 15 日 

 

 令和 3年 1月 15 日 

 

    2 月 3日 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 5名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)のテーマ・施策等

について ほか 

第 5回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 8名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画素案(案)について 

   ほか  

第 6 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 7名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画素案(案)について 

   ほか 

   これまでの審議会での議論を取りまとめ答申書を決定 

 

北広島市スポーツ推進審議会から北広島市教育委員会に対し答

申 

 

第 14 回教育委員会会議にて、パブリックコメントのための原

案決定 

 

庁議にて、パブリックコメントのための原案決定 

 

パブリックコメント開始 

 

パブリックコメント終了 

 

第 2 回教育委員会会議 

 北広島市スポーツ振興計画決定 

 

 

 

（北広島市スポーツ政策意見交換会の様子）  
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 スポーツ基本法 
 
 スポーツ振興法（昭和三十六年法律第百四十一号）の全
部を改正する。 
 
目次 
 前文 
 第一章 総則（第一条―第八条） 
 第二章  スポーツ基本計画等（第九条・第十条） 
 第三章 基本的施策 
  第一節  スポーツの推進のための基礎的条件の整備
等（第十一条―第二十条） 
  第二節 多様なスポーツの機会の確保のための環境
の整備（第二十一条―第二十四条） 
  第三節  競技水準の向上等（第二十五条―第二十九条） 
 第四章  スポーツの推進に係る体制の整備（第三十条―
第三十二条） 
 第五章  国の補助等（第三十三条―第三十五条） 
 附則 
 
 スポーツは、世界共通の人類の文化である。 
 スポーツは、心身の健全な発達、健康及び体力の保持増
進、精神的な充足感の獲得、自律心その他の精神の涵(か
ん)養等のために個人又は集団で行われる運動競技その他
の身体活動であり、今日、国民が生涯にわたり心身ともに
健康で文化的な生活を営む上で不可欠のものとなってい
る。スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことは、全
ての人々の権利であり、全ての国民がその自発性の下に、
各々の関心、適性等に応じて、安全かつ公正な環境の下で
日常的にスポーツに親しみ、スポーツを楽しみ、又はスポ
ーツを支える活動に参画することのできる機会が確保さ
れなければならない。 
 スポーツは、次代を担う青少年の体力を向上させるとと
もに、他者を尊重しこれと協同する精神、公正さと規律を
尊ぶ態度や克己心を培い、実践的な思考力や判断力を育む
等人格の形成に大きな影響を及ぼすものである。 
 また、スポーツは、人と人との交流及び地域と地域との
交流を促進し、地域の一体感や活力を醸成するものであり、
人間関係の希薄化等の問題を抱える地域社会の再生に寄
与するものである。さらに、スポーツは、心身の健康の保
持増進にも重要な役割を果たすものであり、健康で活力に
満ちた長寿社会の実現に不可欠である。 
 スポーツ選手の不断の努力は、人間の可能性の極限を追
求する有意義な営みであり、こうした努力に基づく国際競
技大会における日本人選手の活躍は、国民に誇りと喜び、
夢と感動を与え、国民のスポーツへの関心を高めるもので
ある。これらを通じて、スポーツは、我が国社会に活力を
生み出し、国民経済の発展に広く寄与するものである。ま
た、スポーツの国際的な交流や貢献が、国際相互理解を促
進し、国際平和に大きく貢献するなど、スポーツは、我が
国の国際的地位の向上にも極めて重要な役割を果たすも
のである。 
 そして、地域におけるスポーツを推進する中から優れた
スポーツ選手が育まれ、そのスポーツ選手が地域における
スポーツの推進に寄与することは、スポーツに係る多様な
主体の連携と協働による我が国のスポーツの発展を支え
る好循環をもたらすものである。 
  このような国民生活における多面にわたるスポーツの
果たす役割の重要性に鑑み、スポーツ立国を実現すること
は、二十一世紀の我が国の発展のために不可欠な重要課題
である。 
 ここに、スポーツ立国の実現を目指し、国家戦略として、
スポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進するた
め、この法律を制定する。 
 

   第一章 総則 
 
 （目的） 
第一条 この法律は、スポーツに関し、基本理念を定め、
並びに国及び地方公共団体の責務並びにスポーツ団体の
努力等を明らかにするとともに、スポーツに関する施策の
基本となる事項を定めることにより、スポーツに関する施
策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民の心身の健全
な発達、明るく豊かな国民生活の形成、活力ある社会の実
現及び国際社会の調和ある発展に寄与することを目的と
する。 
 
 （基本理念） 
第二条 スポーツは、これを通じて幸福で豊かな生活を営
むことが人々の権利であることに鑑み、国民が生涯にわた
りあらゆる機会とあらゆる場所において、自主的かつ自律
的にその適性及び健康状態に応じて行うことができるよ
うにすることを旨として、推進されなければならない。 
2 スポーツは、とりわけ心身の成長の過程にある青少年
のスポーツが、体力を向上させ、公正さと規律を尊ぶ態度
や克己心を培う等人格の形成に大きな影響を及ぼすもの
であり、国民の生涯にわたる健全な心と身体を培い、豊か
な人間性を育む基礎となるものであるとの認識の下に、学
校、スポーツ団体（スポーツの振興のための事業を行うこ
とを主たる目的とする団体をいう。以下同じ。）、家庭及び
地域における活動の相互の連携を図りながら推進されな
ければならない。 
3 スポーツは、人々がその居住する地域において、主体
的に協働することにより身近に親しむことができるよう
にするとともに、これを通じて、当該地域における全ての
世代の人々の交流が促進され、かつ、地域間の交流の基盤
が形成されるものとなるよう推進されなければならない。 
4 スポーツは、スポーツを行う者の心身の健康の保持増
進及び安全の確保が図られるよう推進されなければなら
ない。 
5 スポーツは、障害者が自主的かつ積極的にスポーツを
行うことができるよう、障害の種類及び程度に応じ必要な
配慮をしつつ推進されなければならない。 
6 スポーツは、我が国のスポーツ選手（プロスポーツの
選手を含む。以下同じ。）が国際競技大会（オリンピック
競技大会、パラリンピック競技大会その他の国際的な規模
のスポーツの競技会をいう。以下同じ。）又は全国的な規
模のスポーツの競技会において優秀な成績を収めること
ができるよう、スポーツに関する競技水準（以下「競技水
準」という。）の向上に資する諸施策相互の有機的な連携
を図りつつ、効果的に推進されなければならない。 
7 スポーツは、スポーツに係る国際的な交流及び貢献を
推進することにより、国際相互理解の増進及び国際平和に
寄与するものとなるよう推進されなければならない。 
8 スポーツは、スポーツを行う者に対し、不当に差別的
取扱いをせず、また、スポーツに関するあらゆる活動を公
正かつ適切に実施することを旨として、ドーピングの防止
の重要性に対する国民の認識を深めるなど、スポーツに対
する国民の幅広い理解及び支援が得られるよう推進され
なければならない。 
 
 （国の責務） 
第三条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）
にのっとり、スポーツに関する施策を総合的に策定し、及
び実施する責務を有する。 
 
 （地方公共団体の責務） 
第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、スポーツ
に関する施策に関し、国との連携を図りつつ、自主的かつ
主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実
施する責務を有する。 
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 （スポーツ団体の努力） 
第五条 スポーツ団体は、スポーツの普及及び競技水準の
向上に果たすべき重要な役割に鑑み、基本理念にのっとり、
スポーツを行う者の権利利益の保護、心身の健康の保持増
進及び安全の確保に配慮しつつ、スポーツの推進に主体的
に取り組むよう努めるものとする。 
2 スポーツ団体は、スポーツの振興のための事業を適正
に行うため、その運営の透明性の確保を図るとともに、そ
の事業活動に関し自らが遵守すべき基準を作成するよう
努めるものとする。 
3 スポーツ団体は、スポーツに関する紛争について、迅
速かつ適正な解決に努めるものとする。 
 
 （国民の参加及び支援の促進） 
第六条 国、地方公共団体及びスポーツ団体は、国民が健
やかで明るく豊かな生活を享受することができるよう、ス
ポーツに対する国民の関心と理解を深め、スポーツへの国
民の参加及び支援を促進するよう努めなければならない。 
 
 （関係者相互の連携及び協働） 
第七条 国、独立行政法人、地方公共団体、学校、スポー
ツ団体及び民間事業者その他の関係者は、基本理念の実現
を図るため、相互に連携を図りながら協働するよう努めな
ければならない。 
 
 （法制上の措置等） 
第八条 政府は、スポーツに関する施策を実施するため必
要な法制上、財政上又は税制上の措置その他の措置を講じ
なければならない。 
 
   第二章 スポーツ基本計画等 
 
 （スポーツ基本計画） 
第九条 文部科学大臣は、スポーツに関する施策の総合的
かつ計画的な推進を図るため、スポーツの推進に関する基
本的な計画（以下「スポーツ基本計画」という。）を定め
なければならない。 
2 文部科学大臣は、スポーツ基本計画を定め、又はこれ
を変更しようとするときは、あらかじめ、審議会等（国家
行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定
する機関をいう。以下同じ。）で政令で定めるものの意見
を聴かなければならない。 
3 文部科学大臣は、スポーツ基本計画を定め、又はこれ
を変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の
施策に係る事項について、第三十条に規定するスポーツ推
進会議において連絡調整を図るものとする。 
 
 （地方スポーツ推進計画） 
第十条 都道府県及び市（特別区を含む。以下同じ。）町
村の教育委員会（地方教育行政の組織及び運営に関する法
律（昭和三十一年法律第百六十二号）第二十四条の二第一
項の条例の定めるところによりその長がスポーツに関す
る事務（学校における体育に関する事務を除く。）を管理
し、及び執行することとされた地方公共団体（以下「特定
地方公共団体」という。）にあっては、その長）は、スポ
ーツ基本計画を参酌して、その地方の実情に即したスポー
ツの推進に関する計画（以下「地方スポーツ推進計画」と
いう。）を定めるよう努めるものとする。 
2 特定地方公共団体の長が地方スポーツ推進計画を定め、
又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、当該特
定地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければなら
ない。 
 
   第三章 基本的施策 
 
    第一節 スポーツの推進のための基礎的条件の
整備等 
 
 （指導者等の養成等） 

第十一条 国及び地方公共団体は、スポーツの指導者その
他スポーツの推進に寄与する人材（以下「指導者等」とい
う。）の養成及び資質の向上並びにその活用のため、系統
的な養成システムの開発又は利用への支援、研究集会又は
講習会（以下「研究集会等」という。）の開催その他の必
要な施策を講ずるよう努めなければならない。 
 
 （スポーツ施設の整備等） 
第十二条 国及び地方公共団体は、国民が身近にスポーツ
に親しむことができるようにするとともに、競技水準の向
上を図ることができるよう、スポーツ施設（スポーツの設
備を含む。以下同じ。）の整備、利用者の需要に応じたス
ポーツ施設の運用の改善、スポーツ施設への指導者等の配
置その他の必要な施策を講ずるよう努めなければならな
い。 
2  前項の規定によりスポーツ施設を整備するに当たって
は、当該スポーツ施設の利用の実態等に応じて、安全の確
保を図るとともに、障害者等の利便性の向上を図るよう努
めるものとする。 
 
 （学校施設の利用）  
第十三条 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第
二条第二項に規定する国立学校及び公立学校の設置者は、
その設置する学校の教育に支障のない限り、当該学校のス
ポーツ施設を一般のスポーツのための利用に供するよう
努めなければならない。 
2 国及び地方公共団体は、前項の利用を容易にさせるた
め、又はその利用上の利便性の向上を図るため、当該学校
のスポーツ施設の改修、照明施設の設置その他の必要な施
策を講ずるよう努めなければならない。 
 
 （スポーツ事故の防止等） 
第十四条 国及び地方公共団体は、スポーツ事故その他ス
ポーツによって生じる外傷、障害等の防止及びこれらの軽
減に資するため、指導者等の研修、スポーツ施設の整備、
スポーツにおける心身の健康の保持増進及び安全の確保
に関する知識（スポーツ用具の適切な使用に係る知識を含
む。）の普及その他の必要な措置を講ずるよう努めなけれ
ばならない。 
 
 （スポーツに関する紛争の迅速かつ適正な解決） 
第十五条 国は、スポーツに関する紛争の仲裁又は調停の
中立性及び公正性が確保され、スポーツを行う者の権利利
益の保護が図られるよう、スポーツに関する紛争の仲裁又
は調停を行う機関への支援、仲裁人等の資質の向上、紛争
解決手続についてのスポーツ団体の理解の増進その他の
スポーツに関する紛争の迅速かつ適正な解決に資するた
めに必要な施策を講ずるものとする。 
 
 （スポーツに関する科学的研究の推進等） 
第十六条 国は、医学、歯学、生理学、心理学、力学等の
スポーツに関する諸科学を総合して実際的及び基礎的な
研究を推進し、これらの研究の成果を活用してスポーツに
関する施策の効果的な推進を図るものとする。この場合に
おいて、研究体制の整備、国、独立行政法人、大学、スポ
ーツ団体、民間事業者等の間の連携の強化その他の必要な
施策を講ずるものとする。 
2 国は、我が国のスポーツの推進を図るため、スポーツ
の実施状況並びに競技水準の向上を図るための調査研究
の成果及び取組の状況に関する情報その他のスポーツに
関する国の内外の情報の収集、整理及び活用について必要
な施策を講ずるものとする。 
 
 （学校における体育の充実） 
第十七条 国及び地方公共団体は、学校における体育が青
少年の心身の健全な発達に資するものであり、かつ、スポ
ーツに関する技能及び生涯にわたってスポーツに親しむ



資料-8 

態度を養う上で重要な役割を果たすものであることに鑑
み、体育に関する指導の充実、体育館、運動場、水泳プー
ル、武道場その他のスポーツ施設の整備、体育に関する教
員の資質の向上、地域におけるスポーツの指導者等の活用
その他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 
 
 （スポーツ産業の事業者との連携等） 
第十八条 国は、スポーツの普及又は競技水準の向上を図
る上でスポーツ産業の事業者が果たす役割の重要性に鑑
み、スポーツ団体とスポーツ産業の事業者との連携及び協
力の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。 
 
 （スポーツに係る国際的な交流及び貢献の推進） 
第十九条 国及び地方公共団体は、スポーツ選手及び指導
者等の派遣及び招へい、スポーツに関する国際団体への人
材の派遣、国際競技大会及び国際的な規模のスポーツの研
究集会等の開催その他のスポーツに係る国際的な交流及
び貢献を推進するために必要な施策を講ずることにより、
我が国の競技水準の向上を図るよう努めるとともに、環境
の保全に留意しつつ、国際相互理解の増進及び国際平和に
寄与するよう努めなければならない。 
 
 （顕彰） 
第二十条 国及び地方公共団体は、スポーツの競技会にお
いて優秀な成績を収めた者及びスポーツの発展に寄与し
た者の顕彰に努めなければならない。 
 
    第二節 多様なスポーツの機会の確保のための
環境の整備 
 
 （地域におけるスポーツの振興のための事業への支援等） 
第二十一条 国及び地方公共団体は、国民がその興味又は
関心に応じて身近にスポーツに親しむことができるよう、
住民が主体的に運営するスポーツ団体（以下「地域スポー
ツクラブ」という。）が行う地域におけるスポーツの振興
のための事業への支援、住民が安全かつ効果的にスポーツ
を行うための指導者等の配置、住民が快適にスポーツを行
い相互に交流を深めることができるスポーツ施設の整備
その他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 
 
 （スポーツ行事の実施及び奨励） 
第二十二条 地方公共団体は、広く住民が自主的かつ積極
的に参加できるような運動会、競技会、体力テスト、スポ
ーツ教室等のスポーツ行事を実施するよう努めるととも
に、地域スポーツクラブその他の者がこれらの行事を実施
するよう奨励に努めなければならない。 
2 国は、地方公共団体に対し、前項の行事の実施に関し
必要な援助を行うものとする。 
 
 （体育の日の行事） 
第二十三条 国及び地方公共団体は、国民の祝日に関する
法律（昭和二十三年法律第百七十八号）第二条に規定する
体育の日において、国民の間に広くスポーツについての関
心と理解を深め、かつ、積極的にスポーツを行う意欲を高
揚するような行事を実施するよう努めるとともに、広く国
民があらゆる地域でそれぞれその生活の実情に即してス
ポーツを行うことができるような行事が実施されるよう、
必要な施策を講じ、及び援助を行うよう努めなければなら
ない。 
 
 （野外活動及びスポーツ・レクリエーション活動の普及
奨励）   
第二十四条 国及び地方公共団体は、心身の健全な発達、
生きがいのある豊かな生活の実現等のために行われるハ
イキング、サイクリング、キャンプ活動その他の野外活動
及びスポーツとして行われるレクリエーション活動（以下
この条において「スポーツ・レクリエーション活動」とい
う。）を普及奨励するため、野外活動又はスポーツ・レク

リエーション活動に係るスポーツ施設の整備、住民の交流
の場となる行事の実施その他の必要な施策を講ずるよう
努めなければならない。 
 
    第三節 競技水準の向上等 
 
 （優秀なスポーツ選手の育成等） 
第二十五条 国は、優秀なスポーツ選手を確保し、及び育
成するため、スポーツ団体が行う合宿、国際競技大会又は
全国的な規模のスポーツの競技会へのスポーツ選手及び
指導者等の派遣、優れた資質を有する青少年に対する指導
その他の活動への支援、スポーツ選手の競技技術の向上及
びその効果の十分な発揮を図る上で必要な環境の整備そ
の他の必要な施策を講ずるものとする。 
2 国は、優秀なスポーツ選手及び指導者等が、生涯にわ
たりその有する能力を幅広く社会に生かすことができる
よう、社会の各分野で活躍できる知識及び技能の習得に対
する支援並びに活躍できる環境の整備の促進その他の必
要な施策を講ずるものとする。 
 
 （国民体育大会及び全国障害者スポーツ大会） 
第二十六条 国民体育大会は、公益財団法人日本体育協会
（昭和二年八月八日に財団法人大日本体育協会という名
称で設立された法人をいう。以下同じ。）、国及び開催地の
都道府県が共同して開催するものとし、これらの開催者が
定める方法により選出された選手が参加して総合的に運
動競技をするものとする。 
2 全国障害者スポーツ大会は、財団法人日本障害者スポ
ーツ協会（昭和四十年五月二十四日に財団法人日本身体障
害者スポーツ協会という名称で設立された法人をいう。以
下同じ。）、国及び開催地の都道府県が共同して開催するも
のとし、これらの開催者が定める方法により選出された選
手が参加して総合的に運動競技をするものとする。 
3 国は、国民体育大会及び全国障害者スポーツ大会の円
滑な実施及び運営に資するため、これらの開催者である公
益財団法人日本体育協会又は財団法人日本障害者スポー
ツ協会及び開催地の都道府県に対し、必要な援助を行うも
のとする。 
 
 （国際競技大会の招致又は開催の支援等） 
第二十七条 国は、国際競技大会の我が国への招致又はそ
の開催が円滑になされるよう、環境の保全に留意しつつ、
そのための社会的気運の醸成、当該招致又は開催に必要な
資金の確保、国際競技大会に参加する外国人の受入れ等に
必要な特別の措置を講ずるものとする。 
2 国は、公益財団法人日本オリンピック委員会（平成元
年八月七日に財団法人日本オリンピック委員会という名
称で設立された法人をいう。）、財団法人日本障害者スポー
ツ協会その他のスポーツ団体が行う国際的な規模のスポ
ーツの振興のための事業に関し必要な措置を講ずるに当
たっては、当該スポーツ団体との緊密な連絡を図るものと
する。 
 
 （企業、大学等によるスポーツへの支援） 
第二十八条  国は、スポーツの普及又は競技水準の向上を
図る上で企業のスポーツチーム等が果たす役割の重要性
に鑑み、企業、大学等によるスポーツへの支援に必要な施
策を講ずるものとする。 
 
 （ドーピング防止活動の推進） 
第二十九条  国は、スポーツにおけるドーピングの防止に
関する国際規約に従ってドーピングの防止活動を実施す
るため、公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構（平成
十三年九月十六日に財団法人日本アンチ・ドーピング機構
という名称で設立された法人をいう。）と連携を図りつつ、
ドーピングの検査、ドーピングの防止に関する教育及び啓
発その他のドーピングの防止活動の実施に係る体制の整
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備、国際的なドーピングの防止に関する機関等への支援そ
の他の必要な施策を講ずるものとする。 
 
   第四章 スポーツの推進に係る体制の整備 
 
 （スポーツ推進会議） 
第三十条 政府は、スポーツに関する施策の総合的、一体
的かつ効果的な推進を図るため、スポーツ推進会議を設け、
文部科学省及び厚生労働省、経済産業省、国土交通省その
他の関係行政機関相互の連絡調整を行うものとする。 
 
 （都道府県及び市町村のスポーツ推進審議会等） 
第三十一条 都道府県及び市町村に、地方スポーツ推進計
画その他のスポーツの推進に関する重要事項を調査審議
させるため、条例で定めるところにより、審議会その他の
合議制の機関（以下「スポーツ推進審議会等」という。）
を置くことができる。 
 
 （スポーツ推進委員） 
第三十二条 市町村の教育委員会（特定地方公共団体にあ
っては、その長）は、当該市町村におけるスポーツの推進
に係る体制の整備を図るため、社会的信望があり、スポー
ツに関する深い関心と理解を有し、及び次項に規定する職
務を行うのに必要な熱意と能力を有する者の中から、スポ
ーツ推進委員を委嘱するものとする。 
2 スポーツ推進委員は、当該市町村におけるスポーツの
推進のため、教育委員会規則（特定地方公共団体にあって
は、地方公共団体の規則）の定めるところにより、スポー
ツの推進のための事業の実施に係る連絡調整並びに住民
に対するスポーツの実技の指導その他スポーツに関する
指導及び助言を行うものとする。 
3 スポーツ推進委員は、非常勤とする。 
 
   第五章 国の補助等 
 
 （国の補助） 
第三十三条 国は、地方公共団体に対し、予算の範囲内に
おいて、政令で定めるところにより、次に掲げる経費につ
いて、その一部を補助する。 
 一 国民体育大会及び全国障害者スポーツ大会の実施
及び運営に要する経費であって、これらの開催地の都道府
県において要するもの 
 二 その他スポーツの推進のために地方公共団体が行
う事業に要する経費であって特に必要と認められるもの 
2 国は、学校法人に対し、その設置する学校のスポーツ
施設の整備に要する経費について、予算の範囲内において、
その一部を補助することができる。この場合においては、
私立学校振興助成法（昭和五十年法律第六十一号）第十一
条から第十三条までの規定の適用があるものとする。 
3 国は、スポーツ団体であってその行う事業が我が国の
スポーツの振興に重要な意義を有すると認められるもの
に対し、当該事業に関し必要な経費について、予算の範囲
内において、その一部を補助することができる。 
 
 （地方公共団体の補助） 
第三十四条 地方公共団体は、スポーツ団体に対し、その
行うスポーツの振興のための事業に関し必要な経費につ
いて、その一部を補助することができる。 
 
 （審議会等への諮問等） 
第三十五条 国又は地方公共団体が第三十三条第三項又
は前条の規定により社会教育関係団体（社会教育法（昭和
二十四年法律第二百七号）第十条に規定する社会教育関係
団体をいう。）であるスポーツ団体に対し補助金を交付し
ようとする場合には、あらかじめ、国にあっては文部科学
大臣が第九条第二項の政令で定める審議会等の、地方公共
団体にあっては教育委員会（特定地方公共団体におけるス
ポーツに関する事務（学校における体育に関する事務を除

く。）に係る補助金の交付については、その長）がスポー
ツ推進審議会等その他の合議制の機関の意見を聴かなけ
ればならない。この意見を聴いた場合においては、同法第
十三条の規定による意見を聴くことを要しない。 
 
 附則 
 
 （施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を超えな
い範囲内において政令で定める日から施行する。 
 
 （スポーツに関する施策を総合的に推進するための行政
組織の在り方の検討） 
第二条 政府は、スポーツに関する施策を総合的に推進す
るため、スポーツ庁及びスポーツに関する審議会等の設置
等行政組織の在り方について、政府の行政改革の基本方針
との整合性に配慮して検討を加え、その結果に基づいて必
要な措置を講ずるものとする。 
 
 （スポーツの振興に関する計画に関する経過措置） 
第三条 この法律の施行の際現に改正前のスポーツ振興
法第四条の規定により策定されている同条第一項に規定
するスポーツの振興に関する基本的計画又は同条第三項
に規定するスポーツの振興に関する計画は、それぞれ改正
後のスポーツ基本法第九条又は第十条の規定により策定
されたスポーツ基本計画又は地方スポーツ推進計画とみ
なす。 
 
 （スポーツ推進委員に関する経過措置） 
第四条 この法律の施行の際現に改正前のスポーツ振興
法第十九条第一項の規定により委嘱されている体育指導
委員は、改正後のスポーツ基本法第三十二条第一項の規定
により委嘱されたスポーツ推進委員とみなす。 
 
 （地方税法の一部改正） 
第五条 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の
一部を次のように改正する。 
  第七十五条の三第一号中「スポーツ振興法（昭和三十
六年法律第百四十一号）第六条第一項」を「スポーツ基本
法（平成二十三年法律第七十八号）第二十六条第一項」に
改める。 
 
 （放送大学学園法の一部改正） 
第六条 放送大学学園法（平成十四年法律第百五十六号）
の一部を次のように改正する。 
  第十七条第四号中「スポーツ振興法（昭和三十六年法
律第百四十一号）第二十条第二項」を「スポーツ基本法（平
成二十三年法律第七十八号）第三十三条第二項」に改める。 
 
 （沖縄科学技術大学院大学学園法の一部改正） 
第七条 沖縄科学技術大学院大学学園法（平成二十一年法
律第七十六号）の一部を次のように改正する。 
  第二十条第四号中「スポーツ振興法（昭和三十六年法
律第百四十一号）第二十条第二項」を「スポーツ基本法（平
成二十三年法律第七十八号）第三十三条第二項」に改める。 
 
 理由 
 
 スポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進し、
もって国民の心身の健全な発達、明るく豊かな国民生活
の形成、活力ある社会の実現及び国際社会の調和ある発
展に寄与するため、スポーツに関し、基本理念を定め、
並びに国及び地方公共団体の責務並びにスポーツ団体
の努力等を明らかにするとともに、スポーツに関する施
策の基本となる事項を定める必要がある。これが、この
法律案を提出する理由である。 



資料-10 

 

 あ行                                 

 

アーバンスポーツ…P5,25 

スケートボード、パルクールなどのスタジア

ムやアリーナ等の施設を必要とせず、都市の

街中の小さなスペースでも始められる「都市

型スポーツ」のこと。 

 

アウトドアスポーツ…P5 

野外で活動する運動の総称。一般的には自然

の中で活動すること。 

 

アダプテッドスポーツ…P5,13,14,16 

障がい者や高齢者、子どもあるいは女性等が

参加できるように修正された、新たに創られ

た多世代型スポーツのこと。 

 

アドバンテージ…P19,20 

前進や優位性という意味。 

 

アマチュアスポーツ…P8,17 

職業ではなく、趣味や余技として行う人のこ

と。 

 

e スポーツ…P25 

エレクトロニック・スポーツの略で、コンピ

ューターゲームを、スポーツ・競技として捉

える際の名称。 

 

AI 技術…P25 

人工知能のことで、人間の知的ふるまいの一

部をソフトウェアを用いて人工的に再現した

もの。 

 

 

 

 

 

 

 

 か行                  

 

学校施設（体育館）開放事業…P15,22 

市民の自主的なスポーツ活動を促進して明る 

く豊かな生活に寄与するため、学校教育に支 

障のない範囲で体育施設を市民に開放するこ

と。 

 

企業スポーツ…P5 

企業や組合の従業員で構成されるスポーツチ

ームのこと。 

 

 

 さ行                  

 

少子高齢化…はじめに,P１ 

若年者の数と人口に占める比率がともに低下

し、高齢者の数と人口に占める割合がともに

上昇していく、少子化と高齢化が同時に進行

していくこと。 

 

障がい者スポーツ…P13,14,16 

身体・知的障がいなどの障がいのある人が行

うスポーツのこと。 

 

情報化社会…P5 

情報が諸資源と同等の価値を有し、それらを

中心として機能する社会のこと。また、その

ような社会に変化していくこと。 

 

生涯スポーツ…はじめに,P1,10,11,13,14,20 

「生涯を通じて、いつでも、どこでも、誰で

も」親しめるスポーツであり、身近な生活の

場にスポーツを取り入れていくこと。 

 

食育…P17 

食に関する知識と食を選択する力を習得し、

健全な食生活を実践することができる人を育

てること。 

用語解説 
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スケートボード…P5,25 

一枚板に車輪がついた乗り物。 

 

スポーツアカデミー事業…P12,19,20 

未来のアスリートを育成するために、幼少期

から小学生までを対象としたスポーツ塾や強

化教室。 

 

スポーツクライミング…P25 

垂直に近い地形や人工物等を自らの手、足、

体、もしくは登攀用道具を使用して登るスポ

ーツのこと。 

 

スポーツコミュニティ…P23,24 

スポーツを通じて生まれたある一定の地域的

広がり 

 

スポーツツーリズム…P24 

スポーツを見に行くための旅行およびそれに

伴う周辺観光や、スポーツを支える人々との

交流などスポーツに関わる様々な旅行のこと 

 

スポーツボランティア…P5,9,17,18,27 

スポーツイベントなどの運営を支えるために

専門的な能力や時間を提供し、奉仕活動をす

る人々のこと。 

 

スポーツライフ…はじめに,P10,11,12,13,14 

スポーツを「する」ことを楽しんだり、テレ

ビやスタジアムで「みる」ことや、ボランテ

ィアとしてスポーツを「ささえる」など様々

な方法でスポーツに関わりをもつ生活のこと。 

 

ソフト面…P19 

人材や技術、意識、情報といった無形の要素

のもの 

 

 

 

 

 た行                  

 

長寿社会…P3 

高齢社会の別称。平均寿命の延びが高齢者の

死亡率低下（長寿）によるところが大きい側

面を表す。 

 

 な行                  

 

ネットワーク…P16,28 

人や組織などをつなげるしくみのこと。 

 

 は行                  

 

パブリックコメント…はじめに 

公的な機関が規則あるいは命令などの類のも

のを制定しようとするときに、広く公に（=パ

ブリック）、意見・情報・改善案など（=コメ

ント）を求める手続きのこと。 

 

パブリックビューイング…P17,23 

スポーツ競技やコンサート等のイベントにお

いて、スタジアムや街頭などにある大型の映

像装置を利用して観戦・観覧を行うイベント

のことである 

 

BMX…P25 

自転車競技の一種で、速さや技を競う競技。 

 

ＰＤＣＡサイクル…P28 

Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）

→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことに

よって、業務を継続的に改善すること。 

 

プラットフォーム…P25,26 

物やサービスを利用する人と、提供者をつな

ぐ場のこと 
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プロスポーツ…P5,8,12,18,23,24,28 

プロフェッショナルスポーツのことで、スポ

ーツをする能力が高く、それにより報酬を得

ているプロフェッショナル選手やその指導者

などで構成されたスポーツ・スポーツ組織の

こと。 

 

ボールパーク…P1,12,17,18,19,20,23,24 

北海道日本ハムファイターズの新球場、エス

コンフィールド HOKKAIDO を中心とした、

北海道ボールパークFビレッジのこと。 

 

 ま行                  

 

メガスポーツイベント…P1 

数千人のスポーツ選手、数百万人のファン、

多数のメディアなどが集まり世界規模で行わ

れる大会のこと。 

 

 

 ら行                  

 

ライフスタイル…はじめに,P1,5,10 

人生観、価値観、習慣などを含めた個人の生

き方。 

 

ライフステージ…P13,14,15 

人間の一生における幼年期・児童期・ 青年期・

壮年期・老年期などのそれぞれの段階。 

 

リアル野球盤…P20 

卓上ゲームの「野球盤」をベースに「誰でも、

楽しく、安全に」プレーできるよう考案され

たレクリエーションゲーム。 

 

レクリエーション…P11,12,24 

仕事、勉強の疲れを、休養や楽しみで回復を

すること。 


